
「地方公営企業金融機構（仮称）設立準備委員会」設置要綱

１　設置目的


　地方六団体は、公営企業金融公庫廃止後の新組織について検討するために、地方
公営企業金融機構（仮称）設立準備委員会（以下「委員会」という。）を設置する。
２　検討事項


　公営企業金融公庫廃止後の新組織設立手続き、定款・規程、予算・計画、その他
業務実施に当たって必要な事項等について検討する。

３　構成


　委員会は、全国知事会、全国都道府県議会議長会、全国市長会、全国市議会議長
会、全国町村会、全国町村議会議長会の各団体を代表する知事、市町村長、議長を
委員として構成する。


　なお、委員会は、必要に応じて公営企業金融公庫などの関係者の出席を求めるこ
とができる。

４　任期


　委員の任期は、「地方公営企業金融機構発起人会（仮称）」の設立までとする。

５　委員長及び委員長代理

（１）委員会に委員長1名を置き、委員の互選により選任する。

（２）委員会には、委員長代理を置き、委員長が指名する。

（３）委員長は、委員会を主宰し、委員会を代表する。

（４）委員長代理は、委員長を補佐し、委員長に事故あるときは、その職務を行う。

６　プロジェクトチーム


　委員会に、「プロジェクトチーム」を置く。

7　その他


　前各号に定めるもののほか、委員会の運営に関しては委員長が委員会に諮って定
める。

（附則）

　　この要綱は、平成１９年１月１９日から施行する。
